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１．農林水産省について
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農林水産省・・・「食」と「環境」を未来へつなぐ
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農林水産省が担う政策分野

農林水産省が担う政策分野
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▼農林水産省は、「食」を中心に、産業政策、地域振興、インフラ、文化、外交等
の幅広い政策分野を総合的に担うため、「総合政策官庁」と呼ばれています。
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▼農林水産省は、本省（約５千人）と全国の各地方ブロック機関（約１万５千人）で構成さ
れ、総定員数は約２万人です。

農林水産省の組織

（主な機関）
・本省…農林水産政策の企画立案を担当します。
・地方農政局、北海道農政事務所

…農業政策の実施を担当します。
・森林管理局…国有林野の管理を担当します。
・植物防疫所…植物の輸出入検疫等を担当します。
・動物検疫所…動物の輸出入検疫等を担当します。

北海道農政事務所（北海道札幌市）

東北農政局（宮城県仙台市）

関東農政局（埼玉県さいたま市）

本省（東京都千代田区霞が関）

北陸農政局
（石川県金沢市）

東海農政局（愛知県名古屋市）

近畿農政局（京都府京都市）

中国四国農政局（岡山県岡山市）

九州農政局（熊本県熊本市）

東北森林管理局（秋田県秋田市）

関東森林管理局（群馬県前橋市）

中部森林管理局
（長野県長野市）

北海道森林管理局（北海道札幌市）

近畿中国森林管理局（大阪府大阪市）

四国森林管理局
（高知県高知市）

九州森林管理局（熊本県熊本市）

横浜植物防疫所（神奈川県横浜市）

名古屋植物防疫所（愛知県名古屋市）

神戸植物防疫所（兵庫県神戸市）

動物検疫所（神奈川県横浜市）

門司植物防疫所（福岡県北九州市）

那覇植物防疫事務所
（沖縄県那覇市） 5



▼北海道農政事務所は、本所（札幌市）と６箇所の地域拠点（札幌、函館、旭川、釧路、帯
広、北見）で構成され、全道で400名以上の職員が働いています。

北海道農政事務所の組織

北海道農政事務所本所
札幌地域拠点

（札幌市）

6

釧路地域拠点（釧路市）

北見地域拠点（北見市）

旭川地域拠点（旭川市）

函館地域拠点（函館市）
帯広地域拠点（帯広市）



・水産物の安定供給、水産物加工・流通、水産資源の回復・管理、漁港・漁場整備

本 省

消費・安全局

輸出・国際局

農産局

畜産局

経営局

農林水産技術会議事務局

林野庁

水産庁

大臣官房

新事業・食品産業部

統計部

検査・監察部

・基本的な政策・計画の企画立案、予算、法令、国会、広報、食料安全保障、環境政策

・食品流通、食品製造、６次産業化

・統計調査

・食の安全確保、植物防疫、動物検疫、食育、リスクコミュニケーション、食品表示

・輸出促進、国際交渉、国際協力、知的財産保護

・農産物の生産振興、経営安定対策、農業技術、環境保全型農業

・新規就農、農地政策、金融、税制、農業共済

・土地改良事業、農地・水保全、農村活性化、鳥獣被害対策

・農林水産関係試験研究の計画策定、公的研究機関・大学・民間等の試験研究支援

・森林の整備、林業・木材産業の振興、国有林の管理・経営

・公的団体や卸売市場等の検査

農村振興局

・畜産物の生産振興、経営安定対策、畜産技術、競馬

77

農林水産省の組織（東京霞が関）



北海道農政事務所

企画調整室

総務管理官 総 務 課
会 計 課

生産経営産業部

消費・安全部

生産支援課
業務管理課
担い手育成課
事業支援課

消費生活課
米穀・流通食品表示監視課
農産安全管理課
畜水産安全管理課

統計部 調整課
統計企画課
経営・構造統計課
生産流通消費統計課

・各種政策の推進・調整・広報、防災対策の事務等

・統計の広報及び普及
・統計データの加工・分析、結果等の提供
・農林漁業の経営・構造の実態把握
・農林水産物の生産・流通・加工・消費の実態把握

・公文書類、個人情報の保護、職員の福利厚生、人事等

・予算の執行、支出の決定、物品の管理、売買等の契約、
営繕及び庁舎内の管理

・食の安全に関する情報の受発信
・食品表示適正化による消費者への的確な情報の伝達・提供
・米の適正な流通に向けた監視

・牛トレーサビリティ制度や農畜水産物の安全性などの確保

・農畜産物の生産振興対策、米穀の需給計画・生産調整等
・主要食糧の集荷、買入れ、保管及び売渡し
・経営所得安定対策の推進及び交付金の支出・決定

・農林水産物・食品の輸出対策、再生可能エネルギー、バイオ
マスその他の資源の有効な利用の確保

地域拠点（札幌、函館、旭川、釧路、帯広、北見） 8

北海道農政事務所の組織
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政策の企画・立案（主に本省） 政策の実行（主に地方農政局、
北海道農政事務所）

「食」や「農」を取り巻く様々な課題をどうすれば解消できるのか？
農業の成長産業化のため、どのような仕掛けが必要か？

99

農林水産行政の流れ



２．農林水産業の課題
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食料自給率の推移

▼我が国の食料自給率は、長期的に低下傾向で推移してきましたが、カロリーベー
スでは近年横ばい傾向で推移しています。

▼国民に対する食料の安定的な供給については、世界の食料需給等に不安定な要素
が存在していることを考慮し、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし､これ
と輸入及び備蓄とを適切に組み合わせることにより確保することが必要です。
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▼人口減少や高齢化に伴い、国内の市場規模は減少する可能性がある一方で、
世界の農産物マーケットは拡大する可能性があります。

農政を取り巻く状況の変化

人口減少、高齢化に
伴い、国内の市場規模
は縮小の可能性

1億2,361万人 1億2,586万人
1億190万人

人口

72兆円 84兆円
（2015年）

飲食料の
マーケット規模

農産物貿易額
4,400億ドル
（約42兆円）
（1995年）

世界の農産物マーケット
は拡大の可能性1兆5,000億ドル

（約166兆円）
（2018年）

農業総産出額 11.5兆円 8.9兆円

1990年 2020年 2050年

人口 53億人 78億人 98億人
＋30％

国

内

世

界

▲20％

12.1％ 28.7％
高齢化率

（65歳以上の割合）

飲食料の
マーケット規模
（主要国）

－ 890兆円
（2015年）

1,360兆円
（2030年）

12



▼日本の農業を支える基幹的農業従事者は、高齢化が進み、平均年齢は67.8歳。

▼各国の農業従事者と比較しても高齢化は顕著。

農業従事者の減少・高齢化

展 望

出典：農林水産省「農林業センサス」

基幹的農業従事者：ふだん仕事として主に自営農業に従事した者。（家事や育児が主体の主婦や学生等は含まない。）
農業就業者：基幹的農業従事者及び雇用者（常雇い）

13

0

5

10

15

20

25

30

35

40

15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～79 80～84 85以上

2010年

2015年

2020年（概数値）

（万人）

（歳）

基幹的農業従事者数 平均年齢
60代以下基幹的農業従事者数
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60代以下：110万人

2015年 176万人 67.1歳
60代以下：93万人

2020年 136万人 67.8歳
60代以下：66万人

出典：
英は、 EUROSTAT(2019)   ：農業に従事した世帯員
仏独蘭は、EUROSTAT(2020)：農業に従事した世帯員
米は、米国農務省「2017年農業センサス」：農業に従事した世帯員
日は、農林水産省「農林業センサス」(令和２年)：基幹的農業従事者

○各国の農業従事者の年齢構成○基幹的農業従事者の年齢構成
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▼ 世代間のバランスのとれた農業就業構造の実現に向けて、青年層の就業者の増加
が喫緊の課題。

▼ 49歳以下の新規就農者数は、近年はおおむね２万人程度で推移。
▼ 「自ら采配を振れる」といったビジネス的魅力を感じている者が約半数を占め、

「農業が好き」「自然や動物が好き」など農的な生き方に魅力を感じている者も
多数を占める。

新規就農者の推移

○49歳以下の新規就農者の推移 ○新規参入者の就農の理由
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出典：農林水産省「新規就農者調査」
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出典：新規就農者の就農実態に関する調査結果（令和４年全国新規就農相談センター）



３．農林水産省の政策
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食料の安定供給の確保

16

1 食料安全保障の強化に向けた構造転換の実現

（１）食料生産に不可欠な肥料、飼料等を、国内資源の活用等
へ大きく転換
➢ 堆肥・下水汚泥資源の肥料利用拡大、堆肥等の広域流通、肥料原料の備蓄

等により、肥料の国産化や安定供給を確保するための対策の実施

➢ 耕畜連携による国産飼料の供給・利用拡大、養殖飼料（魚粉）の国産化の

推進

➢ 園芸から酪農畜産、林業、水産業まで、幅広く省エネ技術の導入加速化

等

（２）安定的な輸入と適切な備蓄と組み合わせながら、過度な
海外依存からの脱却

➢ 水田を畑地化し、麦・大豆等の本作化の促進

➢ 輸入小麦に代わって、国内生産が可能な米粉の生産・利用の拡大支援

➢ 食品事業者における国産切替えなどの原材料の調達安定化の推進 等

２ 生産資材等の価格高騰等による影響の緩和

（１）農林水産業の経営への影響の緩和

➢ 肥料、配合飼料、燃料の高騰へ対応

➢ 日本政策金融公庫による資金繰り支援

（２）適正な価格形成と国民理解の醸成
➢ 国民理解醸成に向け情報発信

➢ 食品ロス削減・フードバンクへの支援 等

食料安全保障強化のための重点対策

（
品
目
横
断
的
施
策
）

生
産
面
の
施
策

１．担い手への農地集積・集約化の加速化
２．放牧など多様な農地利用による農地保全

１．加工・業務用需要への対応
２．諸外国の規制やニーズに対応できるグローバル産地づくり

国内外の需要の変化に対応した国内農業の生産基盤の強化

１．担い手の育成・確保
２．中小・家族経営など多様な経営体による地域の下支えや
農業支援サービスの定着

水田を活用した新産地の形成や加工・業務用野菜
の生産拡大、機械化一貫体系や環境制御技術の導入等を通じた生産
性の向上、摂取量の拡大

省力樹形や機械化作業体系の導入等を通
じた労働生産性の向上、海外の規制・ニーズに対応した生
産・出荷体制の構築

小麦・大豆

野菜

果実

性判別技術や牛舎の空きスペースも活用した増頭
推進、中小・家族経営も含めた生産性向上・規模拡大、繁殖雌牛な
どの増頭推進

畜産物
（
品
目
別
施
策
）

生
産
面
の
施
策

国内産小麦・大豆の需要拡大に向けた品質向上と
安定供給、耐病性・加工適性等に優れた新品種の開発導入の推進、
団地化・ブロックローテーションの推進、排水対策の更なる強化や
スマート農業の活用による生産性の向上

小麦・大豆

▼ 新しい資本主義の下、食料安全保障の強化と安定供給に向けた取組の推進。



GFP(日本の農林水産物・食品輸出プロジェクト)

農林水産業の輸出力強化

▼ 輸出額は令和３年実績で初めて１兆円を超え、令和４年実績でも過去最高を記録。

▼ 輸出額を2025年までに２兆円、2030年までに５兆円とすることを目指し、グローバル

産地づくりや、農林水産・食品事業者の海外展開支援などを推進しています。

17

農林水産物・食品 輸出額の推移
（単位：億円）

輸出支援プラットフォーム

輸出先国・地域において輸出事業者を包括的・専門的・継
続的に支援するため設立。在外公館、ＪＥＴＲＯ海外事務
所、ＪＦＯＯＤＯ海外駐在員が主な構成員。

・・・・立上げ済(日付は立上式開催日)

・・・・2023年度末までに立上げ



〇 輸出促進法等の一部改正法の施行（R４年10
月１日）等を踏まえ、Ｒ５年度に実施する施策、
Ｒ６年度以降の実施に向け検討する施策につい
て、その方向性を決定

３つの基本的な考え方と具体的施策

①輸出重点品目(29品目)と輸出目

標の設定

②輸出重点品目に係るターゲット国

・地域、輸出目標、手段の明確化

③品目団体の組織化とその取組の強化

④輸出先国・地域における専門的・

継続的な支援体制の強化

⑤JETRO・JFOODOと認定農林水

産物・食品輸出促進団体等の連携

⑥日本食・食文化の情報発信におけ

るインバウンドとの連携

戦略の趣旨

⑦リスクを取って輸出に取り組む事

業者への投資の支援

⑧マーケットインの発想に基づく輸

出産地・事業者の育成・展開

⑨大ロット・高品質・効率的な輸出

等に対応可能な輸出物流の構築

⑩輸出向けに生産・流通を転換する

フラッグシップ輸出産地の形成

⑪輸出を後押しする農林水産事業者

・食品事業者の海外展開の支援

⑫輸出先国・地域における輸入規制

の撤廃

⑬輸出加速を支える政府一体として

の体制整備

⑭輸出先国・地域の規制やニーズに

対応した加工食品等への支援

⑮日本の強みを守るための知的財産

対策強化

１．日本の強みを最大限に発揮する
ための取組

２．マーケットインの発想で輸出にチ
ャレンジする事業者の支援

３．政府一体となった輸出の障害
の克服

４．国の組織体制の強化

〇 2025年２兆円・2030年５兆円目標の達成は、
海外市場で求められるスペック（量・価格・品質・
規格）の産品を専門的・継続的に生産・販売する
（＝「マーケットイン」）体制整備が不可欠

改訂の概要
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＜参考＞農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略（Ｒ４年12月改訂）について



輸出重点品目 海外で評価される日本の強み

牛肉 和牛として世界中で認められ、人気が高く、引き続き輸出
の伸びに期待。

豚肉、鶏肉
とんかつ、焼き鳥など日本の食文化とあわせて海外の日
本ファンにアピールすることで、今後の輸出の伸びに期
待。

鶏卵 半熟たまごが浸透し、生食できる卵としての品質が評価
され、更なる輸出の伸びに期待。

牛乳・乳製品 香港や台湾で品質が高評価。アジアを中心に輸出の可
能性。

果樹(りんご、ぶどう、
もも、かんきつ、かき・
かき加工品)、野菜(い
ちご)

甘くて美味しく、見た目も良い日本の果実は海外でも人気。

野菜(かんしょ等) ※ 焼き芋がアジアで大人気。輸出が急増。

切り花 外国にはない品種に強み。輸出の伸び率が高い。

茶 健康志向の高まりと日本文化の浸透とともに欧米を中心
にせん茶、抹茶が普及。

コメ･パックご飯･米粉
及び米粉製品

冷めても美味しい等の日本産米は寿司やおにぎり等に向
き、日本食の普及とともに拡大が可能。

製材 スギやヒノキは、日本式木造建築だけでなく香りの癒しの
効果も人気で、今後の輸出の伸びに期待。

合板 合板の加工・利用技術は、日本の得意分野。日本式木造
建築とともに、今後の輸出の伸びに期待。

輸出重点品目 海外で評価される日本の強み

ぶり 脂がのっている日本独自の魚種。近年、米国等への輸出額が増加。

たい 縁起のよい赤色は中華圏でも好まれる。活魚輸出の増加に期待。

ホタテ貝 高品質な日本産ホタテ貝は世界で高く評価。水産物では輸出額ナ
ンバーワン。

真珠 真珠養殖は日本発祥。日本の生産・加工技術が国際的に高評価。

錦鯉 日本文化の象徴としてアジア、欧州を中心に海外で人気。

清涼飲料水 緑茶飲料など日本の味が人気となり、伸び率が高い。

菓子 日本独自の発展を遂げ、他国にはない独創性。バラエティ豊かな
商品とコンテンツの普及とともに海外で人気。

ソース混合調味
料

カレールウなど日本食の普及とともに日本を代表する味に成長。

味噌・醤油 日本が誇る発酵食品。和食文化の浸透とともに欧米・アジア地域で
人気も上昇。

清酒(日本酒) 「ＳＡＫＥ」は日本食のみならず各国の料理に合う食中酒等として世
界中で認知が拡大中。

ウイスキー 日本産品の品質が世界中でブランドとして定着。

本格焼酎・泡盛 原料の特徴を残すユニークな蒸留酒としての評価があり、今後の
輸出拡大に期待。

※その他の野菜（たまねぎ等）についても、水田等を活用して輸出産地の形成
に積極的に取り組む。

輸出重点品目以外でも、輸出事業計画の認定を受けるなど輸出目標とその実行のための課題と対策を明確化する産地等に対しては、引き続き適切に支援 14

輸出拡大実行戦略に基づく具体的な施策①(輸出重点品目（29品目）の選定)

○海外で評価される日本の強みを有し、輸出拡大余地が大きく、関係者が一体となった輸出促進活動が効果的な29品目
を輸出重点品目に選定。

19



輸出拡大実行戦略に基づく具体的な施策②(重点品目に係るターゲット国・地域、輸出目標等の明確化)

20

【目標額】
52億円(2019年) → 125億円(2025年)

○輸出産地 10産地
• 漁場の大規模化、沖合養殖の推進、生け簀の整備により増産
• 育種や低魚粉飼料の開発により生産コストを低減

○販路開拓
• 水産物・水産加工品輸出拡大協議会と有限責任事業組合日本ブリ類養殖イニシアティブと
が共同でプロモーション等を行うことを検討

牛肉

コメ・コメ加工品

果樹（りんご）

ぶり

【目標額】
297億円(2019年) → 1,600億円(2025年)

国名 2019年 2025年 ニーズ・規制対応への課題・方策

香港 51億円 330億円 消費者向けﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの強化。ｽﾗｲｽ肉、加工品等の
新たな品目の輸出促進。台湾 37億円 239億円

米国 31億円 185億円 認知度向上のためのﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ。様々な部位も含め
た輸出促進。EU 21億円 104億円

○国別輸出額目標とニーズ対応への課題・方策

○輸出産地 18産地
• 生産から輸出まで一貫して輸出に取り組むコンソーシアムを産地で構築
• 食肉処理施設等による輸出先国が要求する条件への対応
• 繁殖雌牛の増頭奨励金交付、牛舎等の施設整備等による生産基盤の強化

○販路開拓
• コンソーシアムによる産地と一体となった商談
• オールジャパンでの和牛の認知度向上に向け、日本畜産物輸出促進協議会やJFOODOに
よるプロモーションを実施

【目標額】
145億円(2019年) → 177億円(2025年)

国名 2019年 2025年 ニーズ・規制対応への課題・方策

台湾 99億円 120億円 大玉で赤色の贈答用に加え、値頃感のある中小玉
果の生産・供給体制を強化

香港 37億円 45億円 香港で好まれる黄色品種の生産・供給体制を強化

タイ 4.5億円 5.5億円 富裕層のほか、買い求めやすい価格帯の生産・供給
体制を強化

○国別輸出額目標とニーズ対応への課題・方策

○輸出産地 ８産地
• 既存園地の活用や水田への新植、省力樹形の導入等による生産力の強化
• 産地と輸出事業者等が連携したコンソーシアムの形成

○販路開拓
• 日本青果物輸出促進協議会の機能強化に向けた検討
• 輸送実証、プロモーション活動などを支援

国名 2019年 2025年 ニーズ・規制対応への課題・方策

香港 15億円 36億円 中食・外食を中心にした需要開拓

米国 7億円 30億円 外食、EC等の需要開拓。
パックご飯・米粉の更なる市場開拓。

中国 4億円 19億円 EC、贈答用需要の開拓。指定精米工場等の活用・追加。

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 8億円 16億円 中食・外食を中心にした需要開拓

○国別輸出額目標とニーズ対応への課題・方策

○輸出産地 30産地
• 千トン超の輸出用米の生産に取り組む産地を育成
• 大ロットで輸出用米を生産・供給
• 生産・流通コスト低減、輸出用米の生産拡大を推進

○販路開拓
• （一社）全日本コメ・コメ関連食品輸出促進協議会による新興市場でのプロモーション等を実施

【目標額】
229億円(2019年) → 542億円(2025年)

国名 2019年 2025年 ニーズ・規制対応への課題・方策

米国 159億円 320億円 小売店の調達基準を満たす生産の拡大と安定供給。
現地の食嗜好に合わせた商品を開発・製造。

中国 13億円 60億円 活魚の需要があるアジア向けに、活魚運搬船を活用
した物流・商流を構築香港 11億円 40億円

○国別輸出額目標とニーズ対応への課題・方策

○輸出重点品目毎に、輸出に向けたターゲット国・地域を特定し、ターゲット国・地域毎の輸出目標を設定。目標達成に
向けた課題と対応を明確化。
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みどりの食料システム戦略
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みどりの食料システム戦略②
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スマート農業の推進による成長産業化

23

高品質果実の安定生産には、
土壌水分に応じたかん水等が
必要であり、家庭選果に時間
がかかる

労働時間…209時間/10a
収 量…2.4ｔ/10a
単 価…415円/kg

労働時間…46時間/10a
収 量…2.7ｔ/10a
単 価…57円/kg

労働時間…1,095時間/10a
収 量…16.6ｔ/10a
単 価…506円/kg

規模が拡大し、数百のほ場がある
ため、収穫適期の見極めや人員配
置など、作業管理に時間がかかる

植物が光合成能力を最大限発揮
するために適切な温度、湿度、
CO2濃度を維持することが難し
い

施設野菜（ピーマン） 果樹（温州みかん）

▼ スマート農業とは、「ロボット、AI、IoTなど先端技術を活用する農業」のことです。

▼ 「生産現場の課題を先端技術で解決する！農業分野におけるSociety5.0※の実現」。
※Society5.0：政府が提唱する、テクノロジーが進化した未来社会の姿

露地野菜（キャベツ）

全国205地区でスマート農業実証プロジェクトを実施

環境制御により、収量
が増加

細霧（ミスト）発生装置
極細霧により昇温を
抑制

統合環境制御装置
温度、湿度、CO 濃度
等を一括制御

労働時間…1,172時間/10a
収 量…20.2ｔ/10a
単 価…497円/㎏

収量２割 増加

ドローンによるセンシ
ング

収穫時の収量予測

AIを活用した作業管理

空いた時間で直接取引先を
新規に開拓し単価が上昇

労働時間…37時間/10a
収 量…3.2ｔ/10a
単 価…82円/kg

労働時間２割

単 価４割 増加増加

減少
労働時間：168時間/10a
収 量：2.6ｔ/10a
単 価：415円/㎏ロボット搭載型プレ選

果システム等により労
働時間を削減

ロボット搭載型プレ
選果システム
AIで果皮障がい等を
検出し、自動選果

クラウド型かん水コント
ローラー
土壌水分データ等を基に
かん水を遠隔制御

労働時間２割 減少

スマート農機の導入コストが高額。

手間のかかる収穫等の機械化が不十分。スマート農機の操作に不慣れ。 通信環境の未整備地域も存在。

生育・市場のデータ等を品質・収益向上に結びつけられていない。

労働時間面 その他

ୖ


「みどりの食料システム戦略」の実現を図る上でも、スマート農業の導入がカギ。
課題を克服しつつデジタル技術を活用したスマート農業の集中展開により、若者にも魅力ある農業を実現

コスト面 単価面



農林水産業・食関連産業のデジタルトランスフォーメーション

24

▼ 農業政策や行政内部の事務についてもデジタルトランスフォーメーション（DX)
を進めることが不可欠です。

▼ 「農業×デジタル」で食と農の未来を切り拓く農業ＤＸ構想を策定。

代理申請等の支援

農林漁業者等

審査・承認

農林水産省

県・市町村 等

関係機関

相談

審査・承認
D B

共通申請サービス
（eMAFF）

申請・通知

農林水産省共通申請サービス（eMAFF） 自宅のＰＣ、
スマホから
申請可能

紙の管理が
不要

・一般社団法人 日本データマネジメント・コンソーシアム 主催
「データマネジメント大賞」受賞（2022年３月）

・日経コンピュータ 主催
「IT Japan Award 2022 特別賞」受賞（2022年６月）

農林水産省共通申請サービス（eMAFF）

eMAFFをはじめとする既存の業務の見直しに関する取組が高く評価



４．キャリアパス・職場環境
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政策の企画立案・
執行業務

行政の運営管理
業務

▼ 主に北海道農政事務所本所及び地域拠点を中心に異動してもらいます。
▼ 本人の希望を踏まえた上で、おおむね２年程度で様々なポストを経験していただきな

がら、将来的に、自分にあった分野のスペシャリストになってもらいます。

26

係 長

課 長 補 佐

本省及び地方農政局
・北海道農政事務所

の管理職

一般職事務系のキャリアパス（例）※北海道農政事務所選考採用の場合



○男性・女性職員ともに、生き生きと輝ける働きやすい環境づくりに取り組んでいます。

○たくさんの先輩が両立支援制度を活用し、仕事も家庭も充実した生活を送っています。

27

▶ 農林水産省における育児休業の取得率について、女性職員はほぼ100%で推移しています。

今年度から、子どもが生まれた男性職員は「１ヶ月以上育児に伴う休暇・休業を取得する」

ことが前提となり、省全体で男性の育児休業取得を推進しています。

▶ 短時間勤務、テレワーク、フレックスタイム制を活用し、両立している職員も多くいます。

（例）育児と両立する場合

【女性】出産～育児休業

・産前休暇（産前6週間前から出産の日まで）

・産後休暇（出産の翌日から8週間）

・育児休業（子が3歳に達するまで）

【男性】配偶者の出産～育児休業

・配偶者出産休暇（出産時の付き添いで２日）

・育児参加のための休暇（妻の産前産後期間中に5日）

・育児休業（子が３歳に達するまで）

▼ ▼

【育児休業復帰後】仕事と育児の両立

・育児短時間勤務（通常よりも短い勤務時間で勤務）

・子の看護休暇（年5日）

・テレワーク、フレックスタイム制

職員の働き方（ワークライフバランス・子育て）



職員の働き方（働き方改革）

○ 職員一人当たりの超過勤務時間
（一月あたり）

本省
（常勤職員）

25.0時間

地方機関
（常勤職員）

6.5時間

合 計 11.1時間

※令和３年における職員一人当たりの平均超過勤務時間数。

28

○ 超過勤務時間は減少傾向

（時間/月）

○ 休暇取得

一人当たりの年次休暇取得日数は、全省庁で４番目

出典：内閣府男女共同参画局 女性活躍推進法「見える化」サイト

○ 多様な働き方～テレワーク等～

・テレワーク、フレックスタイム制度、早出遅出出勤
など、ライフスタイルに合わせた勤務時間の選択が
可能。

・令和２年度実績では、テレワークの実施回数が多い
府省（本省）で農林水産省は全省庁で３番目（国家
公務員テレワーク取組状況等調査より）。

26.4 24.1

0.0

10.0

20.0

30.0

H28～H30 R1～R3
（日/人）

14.2
14.4

14.6
15.2

15.6

10 11 12 13 14 15 16

5 公正取引委員会
4 農林水産省
3 厚生労働省

2 人事院
1 警察庁

年次休暇取得日数（国家公務員（行政））

出典：農林水産省HP

出典：農林水産省HPを基に作成

働き方改革
キャラクター



入省１年目の職員を対象に４月に開催します。
公務員としての心構えや農林水産行政の基礎知識等を学びます。

職員の働き方（研修）

29

新規採用者向け研修

日々変化する行政課題に適切に対応していくため、新しい知識や技術を習得することが不
可欠です。

北海道農政事務所では能力向上、知識習得のための様々な研修、現場視察に参加可能であ
り、対面研修のほか、オンライン研修も充実しています。

【研修例】情報セキュリティ研修、文書管理研修、ITパスポート研修、農業関連施設の視察、担当業
務に関する研修（畜産、食品安全、統計、会計、情報技術など）

職員向け研修



５．選考採用職員の紹介

30



令和５年度

選考採用職員の割合（北海道農政事務所・事務系）

31

▼ 北海道農政事務所における選考採用（経験者採用）は令和２年度から始まりました。
▼ 北海道事務所内の選考採用職員（事務系）の割合は年々増加しており、今後も増加す

ることが見込まれます。

令和２年度

令和３年度

令和４年度

選考採用
１％

選考採用
４％

選考採用
６％

その他採用
99％

その他採用
96％

その他採用
94％

２年度採用者 ４名

３年度採用者 11名

４年度採用者 ６名

選考採用
８％

６年度採用者
13名程度

その他採用
92％

５年度採用者 10名



選考採用職員関係データ（北海道農政事務所・事務系）

32

▼ 北海道農政事務所の選考採用職員（事務系）の採用時の年齢は30～40代が多く、
男女比は3：2です。

▼ 前職は公務員が多いですが、それ以外の業種からも幅広く採用しています。

公務員
35％

団体職員
13％

旅行業
6％

教育・学習支援業
10％

建設業
広告業

航空運輸業
農林水産業
不動産業

各3％

採用時の年齢

前職

男女比

男性
61％

50代
3％

40代
29％

30代
68％

女性
39％

卸売業・小売業
13％

サービス業
6％



選考採用試験では専門、教養試験はないため、多忙な社会人に配慮されている試験になります。事務系では農

業に関する専門的な知識は必要とされておりませんが、その分これまでの社会人経験で具体的な取組や成果等が

しっかりと分析できており、農業に関係する人や業務においてそのキャリアが生かせるかが重要になってきます。

毎年行われる試験ではないと思いますので、少しでも気になった瞬間に応募して下さい。 33

R４年度入省 会計課

前職では地方公共団体の職員として、幅広い業務に携わっていました。農業関係の部
署も１年程担当しましたが、専門的な知識はありません。

農業者の高齢化、後継者や担い手不足により、かなり深刻化している北海道と日本
の農業について少しでも力になりたいと思い志望いたしました。

会計課に配属されており、主に歳入に係る業務を担当し、システムを使い決算に係る
報告や調査物の報告、補助金、交付金、様々な業務に関し発生する歳入関係の納入

前職では様々な国の省庁の方と関わる機会がありましたが、正直どの省庁の方達も対応が冷たい印象があり、国
と聞くと身構える癖がついていました。農業関係の部署に所属していたときに、農林水産省の方達と関わるときは
牛に優しく接している酪農家の様な雰囲気を感じていました。入省後は協力して問題を解決していこうという方が
多く、働き方もテレワークなどが浸透しており自由度は高く、放牧でのびのび生活している牛の気持ちです。

選考採用職員の紹介（Q1.前職の内容、Q2.志望理由、Q3.現在の業務内容、Q4.職場の雰囲気）

告知書を作成しています。公務員の予算やお金の流れについてある程度慣れていないと、何をしているのか訳がわ
からない業務が多いですが、一番はお金を扱う仕事なので金額に関して絶対に間違いのないよう緊張感を持って
日々の業務に取り組んでいます。

受験者の方へ

A1

A2

A4

A3



私自身、公務員として働くのは初めてでしたので、今までの経験が生かせるか心配な面もありましたが、実際

に働いてみると、異業種からの転職でも業務を進める上で共通する部分はあり、職務経験が役立っていると感じ

る場面が多くあります。また、転職というと、通常は同期がいないことが多いですが、ここでは多くの同期がい

ます。同じ立場で相談や雑談ができる存在がいることは心強いと思います。 34

R５年度入省 会計課

社会保険労務士として事務所に勤務し、顧問先企業の社会保険関係書類作成・行政へ
の提出代行、就業規則等の作成、労務相談対応などを行っていました。

親戚が農家だったため、以前から農業従事者の減少や食料自給率の低下などに多少
の関心はありましたが、コロナ禍や世界情勢の変化による急激な食料不足などを目の
当たりにし、農業分野の課題への関心が高まりました。そのような時に選考採用のこ
とを知り、携わることができる機会だと思い、志望しました。

業務を行う中で不明点や判断に迷うことが発生した場合でも、上司を含め、周囲の方に相談しやすい環境のため、
スムーズに仕事を進めることができています。働き方についても職場全体で定時退庁日（ノー残業デー）を設けた
り、いわゆる“お付き合い残業”が無いので、自身で計画的に業務を行うことで、仕事と家庭の両立もしやすいと思
います。

受験者の方へ

A1

A2

A4

A3 北海道農政事務所の業務遂行に必要なものを手配する調達グループに所属しています。業務内容は供給元の選定、
契約、支払に関する事務で、選定に必要な資料の収集、決裁書類の作成、請求書処理などを行っています。定期的
に必要なものと各課からの依頼で随時発生するものがあり、それぞれグループ内で担当を決めて対応しています。

選考採用職員の紹介（Q1.前職の内容、Q2.志望理由、Q3.現在の業務内容、Q4.職場の雰囲気）
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R３年度入省 生産経営産業部生産支援課

前職は農協職員として勤務しておりました。農家から農産物の集荷・委託販売を行
い所得向上のサポートをする等、北海道農政事務所に比べ、より身近な立ち位置で業
務に従事していたと思います。

近年農村地域では、高齢化や後継者・担い手不足による農業従事者の減少等が顕著
であり、日本農業を持続させるうえで大きな課題であると感じます。農政事務所では、
前職の経験を活かしながら業務を遂行できることや、前職とは違う目線で農業に携わ
ることでき、自身のスキルアップと日本の農業の持続をよりサポートできるのではな
いかと考え志望しました。

農家や関係機関から電話等の問合せで困惑する場面がありますが、上司や先輩方がとてもやさしく、いつもサ
ポートしてもらっています。また、福利厚生も完備されており、有休の取得がしやすいなど、とても働きやすい環
境にあります。

転職をすることで、新しい環境に飛び込むことに対して不安なことが多いと思いますが、農業は食や農業機械な

どの他産業が連携し、成り立っている産業です。前職で農業に携わっていなくても、その知識が農業のどこかに関

連し、農水省の業務に活かすことができると思っております。更なる農業発展に向け、皆様と一緒にお仕事ができ

ることを楽しみにしております。

生産支援課の水田農業グループに所属しており、主に水稲の作付の調査や米の在庫調査等の業務に従事しており
ます。米を取り扱う事業者や関係機関には、お忙しい中、各様式の提出や情報提供のご対応をいただき、いつも感
謝しております。米の需給のバランスが保てるよう重要な情報をホームページ等で公表するため、責任をもって業
務に励んでおります。

受験者の方へ

A1

A2

A4

A3

選考採用職員の紹介（Q1.前職の内容、Q2.志望理由、Q3.現在の業務内容、Q4.職場の雰囲気）
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R４年度入省 生産経営産業部業務管理課

航空会社に約15年間勤め、うち10年間はデスクワークをこなしながら客室乗務員と
して国内外を飛び回る日々でした。

私は北海道に生まれ、育ちました。農業・酪農大国である北海道は誇りであり、礎
である農家や酪農家、畜産家の方々へ感謝の気持ちでいっぱいです。食の「安全」を
支え「安心」が得られるまで決して甘い道のりではありませんが、その礎を日々支え
てくださる酪農業等に従事する方々、消費者の方々へ力を尽くしたい思いから北海道
農政事務所を志望しました。

業務管理課は経験豊富かつ気さくでおおらかな方が多く、時間管理を含めオンとオフがハッキリしています。課
員の負担が偏ることのないよう、課内全員で対応するなどチームワークも求められます。業務に精通している上司
や先輩方がいつでも耳を傾けてくれるため、不安もありません。規定やマニュアルの内容に留まらず経験談を交え
て懇切丁寧に教えて頂くことで、業務への理解度が深まるだけではなく問題意識も高まります。

実際に国家公務員として働き始めると、民間企業との違いに戸惑うことがあるかもしれません。しかし、人との

めぐり会いを大切に、志をもって新しい発見に前向きな姿勢で臨めば、北海道の大地ように広く、あたたかい心で

周りの方々がサポートしてくれます。選考採用試験ではこれまでの経験や仕事への思い、あなたらしさをありのま

まに伝えてください。北海道農政事務所で一緒に働けることを、心から楽しみにしております。

政府が買い入れする国産及び輸入米麦（政府所有米麦）に関わる業務に携わっています。
主に政府備蓄米の買入れ業務、事業者へ販売された政府所有米穀が適正に使用されているか確認する現地確認業

務を担当しており、道内各地の保管倉庫、配合飼料工場等に出向く機会も多くあります。そのほか「みどりの食料
システム戦略食卓プロジェクトチーム」として、エシカル弁当プロジェクト等の広報活動も行っています。

受験者の方へ

A1

A2

A4

A3

選考採用職員の紹介（Q1.前職の内容、Q2.志望理由、Q3.現在の業務内容、Q4.職場の雰囲気）
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R４年度入省 統計部経営・構造統計課

小・中学生向けの学習塾で勤務をしていました。教科指導はもちろんのこと、担当
していた地域での教室運営、アルバイトの学生さんのマネジメント、教材作成などに
携わりました。

元々、北海道の基幹産業である農業に携わる仕事をしたいという思いがありました。
入省したいと強く思ったきっかけは、たまたま見つけた北海道農政事務所の業務説明
会に参加したことでした。農林水産業に関するプロフェッショナルとして、一次産業
で北海道が今抱えている課題を一緒に解決していくという点や、何よりも「人」を大
切にしたコミュニケーション重視の職場環境という点に惹かれ、志望しました。

業務説明会でのお話の通り、「人」を大切にしている職場だと感じています。職場内でのコミュニケーションがとても丁

寧であることも、根底に「お互いを尊敬している」からであると思っています。また、農林水産業に関するプロフェッショ

ナルとしての業務が様々あり、自分次第で、いろいろなことに「チャレンジができる職場」とも感じています。

北海道農政事務所は業界未経験であっても、社会人としての経験を活かせる職場です。また、転職活動は自分自

身と対話を重ねた先にある「ご縁」だと思います。（私も業務説明会の案内と出会わなければ、今ここにいません

(笑)）生命を支える「食」や安心して暮らしていくための「環境」を守っていく責任のある仕事ではありますが、

それだけやりがいもあります。ぜひ、一緒に北海道の基幹産業を盛り上げていきましょう！

現在は統計部経営・構造統計課に所属しており、国の重要な施策を決めるための基データとなる、農林水産統計に関する

取りまとめ業務を行っています。主担当は農産物生産費統計で、北海道の小麦や大豆等の生産費の実態を明らかにし、経営

所得安定対策等の農業行政に活用されるデータを作成しています。様々な角度から数字を検証していく中で、農業経営の一

端にも触れることができるため、難しいですが、とても面白い仕事です。

受験者の方へ

A1

A2

A4

A3

選考採用職員の紹介（Q1.前職の内容、Q2.志望理由、Q3.現在の業務内容、Q4.職場の雰囲気）



A1
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R２年度入省 統計部生産流通消費統計課

７年間、道内の地方公共団体で一般事務職員をしておりました。統計業務・防災・
広報・地域振興・ふるさと納税・徴収等経験した業務は多岐にわたります。

自身が務めている地域に残りたい気持ちもありましたが、同時に北海道に携わる仕
事や大きな事に挑戦してみたいという気持ちもありました。地域全体に携わるという
意味で民間も含め様々な選択肢も検討し「食」を通じて農政という観点から国全体の
根幹を支えている農林水産省、その中でも自身の出身である北海道地域の根幹を担う
北海道農政事務所があることを知り志望しました。

部や課によって多少の違いはあるかと思いますが、全体的に優しい性格の方が多いのでわからないことがあれば相談しやすい印象で

す。とくに専門的な知識も必要となり難しい部分がありますが、上司を含め周囲に相談しやすいほか、研修も充実しているため知識を

深められます。また、当所では様々な業務分野の勉強会の開催もあるため積極的に参加することで、自身の業務との関連性や今後の仕

事のイメージが膨らむ部分もあるかと思います。

同期の選考採用された方と話をする機会もありますが、みなさんの経歴は様々で、前職が農林水産業とは異なる業界だったとい

う方がほとんどです。北海道農政事務所に挑戦してみたいという気持ちがあっても、全く異なる業種等であれば、応募に踏み切れ

ないでいる方もいるかもしれません。まずは、一歩目として今まで皆さんが培った知識や経験がどのようなものか、そして、それ

ら全てが当所の職員としてどのように生かせるかイメージを膨らませてから、受験に挑んでいただければと思います。

A2

A4

A3

受験者の方へ

選考採用職員の紹介（Q1.前職の内容、Q2.志望理由、Q3.現在の業務内容、Q4.職場の雰囲気）

現在は統計部生産流通消費統計課に所属し、国の重要な施策等の根幹となるデータである農林水産統計に関する業務を行っています。

集計した結果をそのまま統計の数字にするわけではなく、集計した数字の妥当性を突き詰めるのが業務の一環です。例えば、前回や数

年前の報告値との比較をし増減する要因の考察、各地域拠点と連携し情報入手や確認、生産者に回答いただいた内容を再度確認するこ

ともあり、それらの情報と導き出された数字の傾向が一致するか等の様々な要因を考慮し審査を行ったうえで決定をしています。



私自身、選考採用試験の応募を知った時は、「私にはハードルが高すぎる・・・」と躊躇し、ギリギリまで応

募できませんでした。しかし、前職の経験や自身の強みが入省してからどのように生かせるか少しでもイメージ

できれば、受験のチャンスだと思います。「日本の食料基地」と呼ばれている北海道の農業を一緒に盛り上げて

いきましょう。 39

R５年度入省 札幌地域拠点

道内の観光地にある硝子製品の販売店に勤めておりました。接客対応を中心に、新
商品企画や販売促進、従業員育成などマネジメント業務に携わりました。

前職では、笑顔で商品を購入してくださった時の嬉しさを何よりの糧としてきまし
たが、より多くの方の笑顔が見たい、多くの人のお役に立ちたいと思うようになりま
した。もともと食生活に関心を持っていたこともあり、「食」を通して人々の暮らし
を豊かにしたいと思い、志望しました。

札幌地域拠点は職員間のコミュニケーションが活発で、わからないことは上司や先輩にすぐに相談できる環境だ
と感じています。また、「失敗を恐れずチャレンジしてほしい」と助言をいただき、当所で開催される様々な研修
や説明会に積極的に参加し、自身の業務に反映できるよう日々取り組んでいるところです。前職はシフト制の勤務
形態でしたが、規則的な勤務形態であることや、年次休暇の取得がしやすく、生活にメリハリがつきました。

受験者の方へ

A1

A2

A4

A3 札幌地域拠点に所属しており、担当する地区の農業者や関係機関に出向き、関係する事業・制度の情報提供や意
見交換等、現場と農政を結ぶ業務に携わっています。また、新規就農者や有機農業等、農業の魅力を幅広く発信す
るべく、現場の取材を行い、札幌地域拠点のホームページに掲載する業務にも携わっています。

選考採用職員の紹介（Q1.前職の内容、Q2.志望理由、Q3.現在の業務内容、Q4.職場の雰囲気）



６．採用案内
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求められる能力、資質とは？

主体性
・

積極性

協調性

農林水産業を取り巻く諸課題
(強い農林水産業の構築)への
対応

多様な職種の人材がチーム一丸
となって課題に挑む農林水産省
ならではの特徴

法律・制度を理解して、適確
に事務を処理できるか。

真面目さ
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選
考
採
用
申
込
期
間

9/1（金）
～

9/29（金）
12時 受信有効

10/20（金）
～

10/27（金）
で指定する日

ਸ਼
ڭ
ઃ
৭
અ
়
ત



選考採用スケジュール（令和５年度）

採用

第
１
次
選
考
（
書
類
・
小
論
文
）
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10/17（火）
11/2（木）

予定

ਈ
ી
়
ત



第
２
次
選
考
（
面
接
試
験
）

※

日
程
調
整
は
電
子
メ
ー
ル
に
て
行
い
ま
す
。

採
用
予
定
日

令
和
６
年
４
月
１
日

※

採
用
者
の
事
情
を
配
慮
の
上
、
決
定
し
ま
す
。

※日程は変更となる可能性があります



【お問合せ先：北海道農政事務事務所総務課人事グループ】

○分からないことがありましたら、お気軽にお問い合わせください。

ご清聴ありがとうございました！！
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Mail: saiyo@maff.go.jp
Tel: 011-330-8804

【北海道農政事務所採用関係HP】

・職員インタビュー
・若手の一日 など
北海道農政事務所の概要がわかる！

日時：令和５年９月２日（土）11:00～17:00 ※受付 10:00～16:30

会場：札幌パークホテル B2F パークプラザ

https://tenshoku.mynavi.jp/event/hokkaido/20230902A/

直接お話することで、よりくわしい情報をお伝えできます。

疑問・質問にお答えする時間もありますので、お気軽にお越しください！

マイナビ転職フェア札幌に出展します！！


